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建設業における労働災害防止対策及び
労働安全衛生規則改正（熱中症）

の説明会

令和７年５月２９日
福岡中央労働基準監督署
安全衛生課 弥吉 栄輝

１ 労働災害発生状況

２ 建設業における労働災害防止対策

３ 労働安全衛生規則（熱中症）の改正内容

４ 働き方改革関連法

本日の説明内容

休業４日以上の労働災害（令和６年）
全業種 ６，１１３件
建設業 ６３７件（１０％）

死亡者数(人)死傷者数(人)業 種

２７６，１１３全業種

８
（3０％）６３７建設業

２１５８土木業

３３４７建築業

３１３２その他

１ 労働災害発生状況（福岡県） 令和７年 建設業における死亡災害発生状況（福岡県内）

番号 １
災害発生日 令和７年１月 業 種 建築工事
事故の型別 墜落・転落 起因物別 屋根
災害発生状況
個人宅隣接の倉庫の改修工事（一部解体）で、倉庫の約半分を解体するものであり、被災者は解体工事に
伴う事前調査及び作業段取りのため、脚立を使用して屋根に上って作業を行っていたところ、屋根スレート
を踏み抜き約４．４メートルの高さから倉庫土間に墜落した。

番号 ２
災害発生日 令和７年２月 業 種 土木工事業
事故の型別 崩壊、倒壊 起因物別 地山、岩石
災害発生状況
既設の下水道管に枝管を設置するため、縦・横約１．５メートル、深さ約２．３メートルの掘削構内で被
災者が既設の下水道管周りの土砂をシャベルを用いるなどして手作業で取り除いていたところ、西側の掘削
壁面が崩壊し、被災者が生き埋めになった。

番号 ３
災害発生日 令和７年３月 業 種 建築工事業
事故の型別 はさまれ、巻き込まれ 起因物別 整地・運搬・積込み用機械
災害発生状況
被災者はトレンチピット内で発泡スチロールの分別作業を、ドラグショベルのオペレーターはトレンチ
ピット内の土部分にバケットを当て、ピット内に土の流入を抑える作業を行っていた。バケット付近で作業
を行うため、オペレーターにバケットを動かすよう被災者は無線で指示した。オペレーターは被災者の位置
を確認しないままバケットを動かしたため、被災者はバケットとトレンチピットの壁に挟まれた。

番号 １
災害発生日 令和６年１月 業 種 土木工事業
事故の型別 崩壊・倒壊 起因物別 地山・岩石
災害発生状況
雨水管渠の設置にあたり、既設の水道管を移設するためドラグショベルで掘った深さ１．４７ｍの掘削底
に入り掘削箇所を指示していたところ、背後の地山が崩壊し、アスファルト塊が被災者に激突した。

番号 ２
災害発生日 令和６年１月 業 種 建築工事業
事故の型別 墜落、転落 起因物別 トラック
災害発生状況
解体工事現場において、解体用つかみ機を用いたダンプトラックへの廃材積込み作業を行っていた。当該
作業において、被災者は、ダンプトラックの荷台・積荷廃材上での当該廃材のならし作業を行っていた際、
バランスを崩し墜落した。

番号 ３
災害発生日 令和６年２月 業 種 土木工事業
事故の型別 転倒 起因物別 掘削用機械
災害発生状況
護岸工事現場で、工事箇所への川水の流入防止のために設けていた矢板を外す作業で使用する工事用通路
の造成を行おうと、被災者がドラグショベルで傾斜のある護岸を降りようとしたところ、ドラグショベルが
傾き左側に転倒し、被災者が運転席から投げ飛ばされ転倒したドラグショベルの下敷きとなった

番号 ４
災害発生日 令和６年４月 業 種 建築工事業
事故の型別 墜落、転落 起因物別 足場
災害発生状況
外壁修繕工事において、窓に網戸とサッシを取り付ける作業を本足場の躯体側に張り出した作業床の上で
行っていた際、バランスを崩して躯体と足場の間の隙間から約１０ｍ下の地面に墜落した。

令和６年 建設業における死亡災害発生状況（福岡県内） 令和６年 建設業における死亡災害発生状況（福岡県内）

番号 ５
災害発生日 令和６年５月 業 種 その他の建設工事
事故の型別 崩壊・倒壊 起因物別 電柱
災害発生状況
電柱を撤去する工事現場で、撤去作業前に電柱が折れて倒れ、被災者がその下敷きとなった。

番号 ６
災害発生日 令和６年６月 業 種 建築工事業
事故の型別 激突され 起因物別 立木等
災害発生状況
家屋解体作業の中で胸高直径が２０ｃｍ以上の立木を伐倒するために、移動式クレーンの主巻フックに取
り付けたベルトスリングで木の上部を玉掛けし、補巻フックにつり下げたかごに被災者が搭乗した状態で、
チェーンソーにより立木を切断したところ、切り離された木が倒れ、被災者に激突したもの。

番号 ７
災害発生日 令和６年７月 業 種 その他の建設業
事故の型別 飛来・落下 起因物別 玉掛用具
災害発生状況
ベルトコンベアのベルトの取替工事中、移動式クレーンで吊ったロール状のベルト（重さ４ｔ、幅９０ｃ
ｍ）をコンベアに引き込む作業を行っていたところ、ロール状のベルトが約１．５ｍの高さから落下し、コ
ンベアの通路で作業を見守っていた被災者１名が通路とベルトとの間に挟まれた。

番号 ８
災害発生日 令和６年１１月 業 種 建築工事業
事故の型別 墜落、転落 起因物別 足場
災害発生状況
外壁改修工事現場において、足場業者が施工する足場解体工事と並行して、壁つなぎを外した外壁穴の補
修作業を行っていたところ、地上に墜落した。
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○ 事故の型別

６３７件
（福岡県内の建設業）

令和６年

車両型建設機械
木材加工用機械
一般動力機械

トラック
乗用車

移動式クレーン

建築物
足場
通路
屋根等
階段

はしご等
手工具

○ 起因物別

６３７件
（福岡県内の建設業）

令和６年

○ 年齢別

６３７件
（福岡県内の建設業）

令和６年

○ 経験年数別

６３７件
（福岡県内の建設業）

令和６年

第14次労働災害防止計画の概要
労働災害防止計画とは

・労働安全衛生法（第6条）に基づき、労働災害の防
止に関し基本となる目標、重点課題等を厚生労働大臣
が定める５か年計画。

令和５年４月１日～令和１０年３月３１日
目標

死亡災害︓５％以上減少（建設業は、１５％以上減少）

死傷災害︓増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少

建設業
死傷災害発生状況（福岡県）
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建設業

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 １２次防 １３次防

13 12 13 10 8 12 4 9 12 9 56 46

死亡災害発生状況（福岡県）

１２次防 １３次防

目標
死亡災害︓１５％以上減少

１３次防︓４６件 ➡ １４次防︓３９件以下

事故の型別
「墜落・転落」 47.8％
「崩壊・倒壊」 19.6％
「はさまれ・巻き込まれ」 10.9％

死亡災害発生状況（福岡県）

事業者に取り組んでもらいたいこと
•墜落・転落のおそれのある箇所への囲い、手すり等の設置、フ
ルハーネス型墜落制止器具の確実な使用

•はしご・脚立等の安全な使用の徹底等の実施
•墜落・転落災害防止に関するリスクアセスメントの実施
•作業場所の暑さ指数を測定し、屋根、休憩場所、通風・冷房設
備を設置

アウトプット指標（2027年まで）

墜落・転落災害防止に関するリスクアセスメントに取り組む事業場を85%以上

アウトカム指標（2027年まで）

死亡者数を13次防期間の総数と比較して15%以上減少

事業者がアウトプット指標を達成した結果として期待される事項をアウト
カム指標として定め、本計画に定める実施事項の効果検証を行うための指標
として取り扱う。

労働安全衛生規則（足場）の改正について
令和５年１０月１日改正

厚生労働省では、足場に関する法定の墜落防止措置
を定める労働安全衛生規則を改正し、足場からの墜落
防止措置を強化しました。
令和5年10月1日（一部規定は令和6年4月1日）か

ら順次施行します。

２建設業における労働災害防止対策 改正のあらまし
① 一側足場の使用範囲の明確化︕

幅が１ｍ以上の箇所において足場を使用するときは、原則として本足場
を使用することが必要になります。

② 足場の点検時には、点検者の指名が必要︕

事業者及び注文者が足場の点検（つり足場を含む。）を行う際は、あら
かじめ点検者を指名することが必要になります。

③ 足場の組立て等の後の点検者の氏名の記録・保存が必要︕

足場の組立て、一部解体、変更等の後の点検後に、点検者の氏名を記
録・保存することが必要になります。

（本足場の使用）
第５６１条の２（新設）
事業者は、幅が１ｍ以上の箇所において足場を使用するとき

は、本足場を使用しなければならない。
ただし、つり足場を使用するとき、又は障害物の存在その他

の足場を使用する場所の状況により本足場を使用することが困
難なときは、この限りでない。

労働安全衛生規則の条文

足場設置のため確保した幅が１ｍ以上の箇
所について、その一部が公道にかかる場合、
使用許可が得られない場合、その他当該箇所
が注文者、施工業者、工事関係者の管理の範
囲外である場合等については含まれません。
なお、足場の使用に当たっては、可能な限

り「幅が１ｍ以上の箇所」を確保してくださ
い。

令和６年４月１日施行

障害物の存在その他の足場を使用する場所の状況により本足場
を使用することが困難なとき

足場を設ける箇所の全部又は一部に撤去が困難な
障害物があり、建地 を 2本 設置 する ことが困難
なとき

屋根等に足場を設けるとき等、足場を設ける床面
に著しい傾斜、凹凸 等が あり 、建 地を2本設置
することが困難なとき

本足場を使用することにより建築物等と足場の作
業床との間隔が広くなり、墜落・転落災害のリス
クが高まるとき
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（点検）
第５６７条（改正後）
第１項
事業者は、足場（つり足場を除く。）における作業を行うときは、点検者

を指名して、その日の作業を開始する前に、作業を行う箇所に設けた足場用
墜落防止設備の取り外し及び脱落の有無について点検させ、異常を認めたと
きは、直ちに補修しなければならない。

第２項
事業者は、強風、大雨、大雪等の悪天候若しくは中震以上の地震又は足場

の組立て、一部解体若しくは変更の後において、足場における作業を行うと
きは、点検者を指名して、作業を開始する前に、次の事項について点検させ、
異常を認めたときは、直ちに補修しなければならない。

第３項
事業者は、前項の点検を行つたときは、次の事項を記録し、足場を使用す

る作業を行う仕事が終了するまでの間、これを保存しなければならない。
①当該点検の結果及び点検者の氏名

労働安全衛生規則の条文

令和５年１０月１日施行
（足場についての措置）
第６５５条（改正後）
第１項
注文者は、法第３１条第１項の場合において、請負人の労働者に、足場を使用させ

るときは、当該足場について、次の措置を講じなければならない。
第２号
強風、大雨、大雪等の悪天候若しくは中震以上の地震又は足場の組立て、一部解体

若しくは変更の後においては、点検者を指名して、足場における作業を開始する前に、
次の事項について点検させ、危険のおそれがあるときは、速やかに修理すること。

第２項
注文者は、前項第二号の点検を行つたときは、次の事項を記録し、足場を使用する

作業を行う仕事が終了するまでの間、これを保存しなければならない。
①当該点検の結果及び点検者の氏名

労働安全衛生規則の条文
令和５年１０月１日施行

① 強風とは、１０分間の平均風速が１０ｍ／Ｓ以上の風
② 大雨とは、１回の降雨量が５０ｍｍ以上の降雨
③ 大雪とは、１回の降雪量が２５ｃｍ以上の降雪
④ 中震以上の地震とは、震度階級４以上の地震
（昭和３４年２月１８日 基発第１０１号）

強風、大雨、大雪等の悪天候若しくは中震以上の地震とは、

事業者とは

注文者とは
労働安全衛生法第１５条
事業者で、一の場所において行う事業の仕事の一部を請負人に請け負わせているも

の(当該事業の仕事の一部を請け負わせる契約が二以上あるため、その者が二以上あ
ることとなるときは、当該請負契約のうちの最も先次の請負契約における注文者とす
る。以下「元方事業者」という。)のうち、建設業その他政令で定める業種に属する
事業(以下「特定事業」という。)を行う者(以下「特定元方事業者」という。)

労働安全衛生法第２条
この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。
３ 事業者 事業を行う者で、労働者を使用するものをいう。

点検者の指名について

点検者の指名の方法は「書面で伝達」「朝礼等に際し口頭で伝達」「メー
ル、電話等で伝達あらかじめ点検者の指名順を決めてその順番を伝達」等、
点検者自らが点検者であるという認識を持ち、責任を持って点検ができる方
法で行ってください。

事業者又は注文者が行う足場の組立て、一部解体又は一部変更の後の点検は、
下記に揚げる者等、十分な知識・経験を有する者が望ましい。
• 足場の組立て等作業主任者であって、足場の組立て等作業主任者能力向上教育を受
講している者

• 労働安全コンサルタント（土木又は建築）等労働安全衛生法第88条に基づく足場
の設置等の届出に係る「計画作成参画者」に必要な資格を有する者

• 全国仮設安全事業協同組合が行う「仮設安全監理者資格取得講習」を受けた者
• 建設業労働災害防止協会が行う「施工管理者等のための足場点検実務研
修」を受けた者
作業開始前の点検は、職長等、当該足場を使用する労働者の責任者から指名
すること。 （要綱に記載）

点検者について

元方事業者は、施工と安全管理が一体となった安全施工サイクル活
動を展開すること。

安全施工サイクル
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災害発生原因
 掘削溝内は、土質の判断が困難な埋戻し土の出現や重力式擁
壁の存在などにより、労働者に作業させるには地山の崩壊又は
土石の落下により危険を及ぼすおそれがあったにもかかわらず、
同溝内の西側壁面に設けていた矢板等の土止め材を取外した状
態で、同溝内において被災者に手掘りによる掘削をさせていた
こと。

 掘削箇所について、地山の崩壊により労働者に危険を及ぼす
おそれがあったにもかかわらず、あらかじめ、作業箇所及びそ
の周辺の地山について、形状、地質及び地層の状態等をボーリ
ングその他適当な方法により調査していなかったこと。

 工事に関するリスクアセスメントを実施していなかったこと。

安衛則 第３５５条
安衛則 第３６１条第１項

• 被災者を運転中の車両系建設機械の作業
範囲内に立ち入らせていたこと。また、誘
導者を配置していたが、災害発生直前、誘
導者が作業現場にいなかったこと。

• 被災者がドラグ・ショベルのバケットと
トレンチピットの壁面との間で作業してい
たこと。また、被災者が運転手の死角に
入って見えなかったこと。

安衛則第１５５条 第１項、第２項
安衛則第１５８条 第１項

改正の趣旨
熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、熱中症のおそれがある作

業者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処することが可能
となるよう、事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防
止するための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を義務付け
る。

改正の概要
○以下１、２の事項を事業者に義務付けること。
１ 熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、

①「熱中症の自覚症状がある作業者」
②「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」

がその旨を報告するための体制（連絡先や担当者）を事業場ごとにあらかじめ
定め、関係作業者に対して周知すること

２ 熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、
①作業からの離脱
②身体の冷却
③必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせること
④事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等

など、熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置に関する内容や実施手
順を事業場ごとにあらかじめ定め、関係作業者に対して周知すること

３ 労働安全衛生規則（熱中症）の改正内容 労働安全衛生規則 第６１２条の２
第１項
事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれの

ある作業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する者が熱中症の自覚症状を
有する場合又は当該作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを当該作業
に従事する他の者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備し、当該作業
に従事する者に対し、当該体制を周知させなければならない。
第２項
事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれの

ある作業を行うときは、あらかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、身体の
冷却、必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせることその他熱中症の症状の悪
化を防止するために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業
に従事する者に対し、当該措置の内容及びその実施に関する手順を周知させなけれ
ばならない。
令和７年６月１日施行

暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業とは
⇩

WBGT28度又は 気温 31度以上の作業場において行われる作業で、継続して１時間以上又は
１日当たり４時間を超えて行われることが見込まれるもの。（通達で示される予定）

熱中症の原因と発生しやすい職場の条件
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熱中症による労働災害発生状況 職場で熱中症になった人（死亡者及び休業４日以上の業務上疾病者の数）

熱中症による死傷者数の月別の状況（令和３年～令和６年） 熱中症による死傷者数の時間帯別の状況（令和３年～令和６年）

ヒアリング概要（総論）
○ 「熱中症基本対策要綱」等に盛り込んでいる事項は現場において積極的に実施すべきであ
り、その一部については重篤化防止の観点から義務化も含めて強化することが適当。

○ 熱中症を重篤化させないためには、以下の２点が重要。
① 可能な限り早期に異常が認められる者（熱中症になりそうな者）を発見すること
② 異常が認められる者に対し、「暑熱作業からの早期離脱」、「早期の身体冷却」、
「有効な休憩設備の利用」、「躊躇ない医療機関への搬送（水分摂取等の様子がおかし
い場合）」を実施すること

○ 熱中症を重篤化させないためには、各現場において、「作業内容や作業環境に伴う熱中症
リスク」や上記①～②の具体的実施方法を分かりやすい形で管理者・作業者が共有すること
が重要。

ヒアリング概要（各論・一部抜粋）
○ 具体的な措置を事業者に義務付ける場合の基準は設けるべきだが、 WBGTや気温の数値の
みで一律に定めるのではなく、「WBGTの値」、「作業強度」、「作業時の着衣の状況」等
の組合せによることが必要であるが、WBGT28度を超えると急激に、救急搬送者数も増え
るため、これを一つの線引きとすることが適当。

○ 異常を発見するための対応としては、職場巡視等によって自覚症状の有無や受け答えに異
変がないかを確認することが必要であるが、具体的な実施方法については、現場の実情に応
じ、バディ制やウェアラブル端末の活用など実効性の高い方法とするべき。

○ 異常が認められる者が発生した場合の対応に関する教育については非常に重要。作業者に
対する教育は、「熱中症基本対策要綱」で示している「熱中症予防管理者」など、熱中症予
防対策に詳しい管理者を各現場において選任し、その者が中心となって実施することが望ま
しい。
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ウェアラブル端末で体調の見える化

改正の趣旨
熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、熱中症のおそれがある作

業者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処することが可能
となるよう、事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防
止するための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を義務付け
る。
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動画の紹介

厚生労働省 職場における熱中症予防情報 で検索︕

約１４分

いつもと違うと思ったら、熱中症を疑え

約１０分
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「足水」でヒンヤリ

約１５分

「命を救う行動」現場で作業員が倒れたときの対応

「あやまった行動」現場で作業員が倒れたときの対応

約１０分
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